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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本

鉄道車輌工業会（JARI）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規

格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，国土交通大臣が改正した日本工業規

格である。これによって，JIS E 7104:2002 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。国土交通大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本工業規格          JIS 
 E 7104：2015 
 

鉄道車両－旅客用腰掛 

Rolling stock-Seats for passengers 

 
序文 

この規格は，1980 年に制定され，その後 4 回の改正を経て今日に至っている。前回の改正は 2002 年に

行われたが，その後の技術開発によって一般化された新しい構造の旅客用腰掛に対応するために改正した。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

 

1 適用範囲 

この規格は，電車，内燃動車及び客車に用いる旅客用腰掛のうち，座面及び背ずりに詰め物を内蔵し，

表地で覆った構造の腰掛（以下，腰掛という。）について規定する。 

この規格の腰掛は，次の 5 種類とするが，受渡当事者間の協定によって，これ以外の構造の腰掛につい

てもこの規格の一部又は全部を適用することができる。 

a) ロングシート 

b) クロスシート 

c) 転換シート 

d) 回転シート 

e) 回転リクライニングシート 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS E 4001 鉄道車両－用語 

JIS E 4031 鉄道車両用品－振動及び衝撃試験方法 

JIS L 0206 繊維用語（織物部門） 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JIS E 4001 及び JIS L 0206 によるほか，次による。 

3.1 

種類 

3.1.1 

ロングシート（long seat） 

レール方向に座席を並べ，背ずりの背面を側構体に密着させ，側構体及び／又は床に座席の向きを固定

する腰掛（JIS E 4001 の長手腰掛と同じ。）。構造例を，図 1 に示す。 
 


